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は じ め に

去る２００７年３月２日，東京六本木の日本学術

会議講堂で「地域研究の最前線──知の創成─

─」と題したシンポジウムが２００名近い参加者

を得て，盛況の下に開催された。これは，２００３

年から０４年にかけて「２１世紀COE」として採

択された地域研究関係の７プロジェクトによる

４～５年間の成果の発表を通じて，今後の日本

における地域研究の発展方向を探ろうとしたも

のであった。このシンポジウムは，日本学術会

議の地域研究委員会と，地域研究コンソーシア

ム，地域研究学会連絡協議会が共催し，地域研

究に関連した１３学会の後援の下に開催されたも

のであった。その短い紹介記事は２００７年３月２０

日の『朝日新聞』の夕刊にも掲載されたので，

ご存知の方も多いと思う。

今回，『アジア経済』編集部から執筆の依頼

を受けた機会を利用させていただいて，日本に

おける地域研究の現状と今後の課題について考

えてみたいと思う。ただし，このシンポジウム

で報告された「２１世紀COE」プロジェクトの

内容自体は日本学術会議の機関誌である『学術

の動向』の２００７年６月号特集として掲載された

し，今後，『アジア経済』誌上でも連載される

と聞いているので，シンポジウム自体の紹介は

避け，日本学術会議における地域研究委員会の

活動を中心に，若干の私見も交えて，報告した

いと思う。

Ⅰ 日本学術会議における

地域研究委員会の活動

周知のように，現在の世界では，テロリズム

に象徴される「文明間対立」とか，グローバリ

ゼーションによる南北格差の拡大，地球環境の

悪化とか，先進国の少子高齢化に伴う外国人労

働者の増加による「多文化共生社会」の模索な

ど，地域研究者に解決を求める課題が山積して

いる。２１世紀COEの「学際・複合領域」とし

て２００３年から０４年に採択された４９件のプロジェ

クトのなかで，地域研究に関連したものが，実

に７件にも達し，元来，理系の比重が高い，こ

のような大型プロジェクトのなかで，地域研究

が採択率１５パーセントを占めたのも，このよう

な地域研究への期待の大きさによるものであろ

う。

また，旧来のディシプリン別の構成をとって

いた日本学術会議のなかに２００５年１０月の改組以

日本における地域研究の現状とこれから

ゆ い だい ざぶ ろう

油 井 大 三 郎

������� 学 界 展 望 �������������������������������

58 『アジア経済』XLVIII−９（２００７．９）



来，地域研究が３０の分野別委員会のひとつとし

て初めて設置されたのも同様な背景によるのだ

ろう。そのうえ，学会や教育・研究機関のレベ

ルでも，２００３年７月に関連する１７学会の参加を

えて，「地域研究学会連絡協議会」が，翌０４年

４月に７１組織の参加をえて，「地域研究コンソ

ーシアム」が結成され，特定の地域を越えた地

域横断的な連合体が活動を開始したのも，日本

における地域研究の新たな胎動を物語っている。

このような地域研究の発展を基盤として，日本

学術会議の地域研究委員会では，第２０期が終了

する２００８年９月までに地域研究の研究・教育体

制の発展に関する提言をまとめてゆく計画であ

る。今回のシンポジウムでも，「２１世紀COE」

後の大型プロジェクトのあり方とか，収集した

史・資料を共有できるインターカレッジの情報

ネットワークの構築とか，促進された博士号取

得者の今後の進路をどう確保してゆくのか，と

いった重要な問題が指摘されていた。日本学術

会議の地域研究委員会としてもこれらの問題点

も参考にしながら，今後の提言とりまとめを進

めてゆく計画である。

そこで，まず日本学術会議における地域研究

委員会の構成について説明しておきたい。この

委員会は，それ自体が学際的な構成をとってお

り，エリア・スタディーズだけでなく，人文・

経済地理学，文化人類学，地域開発学，地域情

報学の５分野をカバーし，それぞれに分科会が

設置されている（各委員の所属・役職は２００７年３

月現在）。

まず，エリア・スタディーズ分野に関しては，

地域研究基盤整備分科会（委員長，小杉泰・京

都大学，副委員長，家田修・北海道大学・地域研

究コンソーシアム会長，幹事，加藤普章・大東文

化大学・地域研究学会連絡協議会事務局長，委員

２６名）が対応している。次に，人文・経済地理

学分野に関しては，人文・経済地理と地域教育

（地理教育を含む）分科会（委員長，碓井照子・

奈良大学，副委員長，山川充夫・福島大学，幹事，

秋山元秀・滋賀大学，松原宏・東京大学，委員２３

名）が対応。文化人類学分野に関しては，人類

学分科会（委員長，山本真鳥・法政大学，副委員

長，栗本英世・大阪大学，幹事，竹沢泰子・京都

大学）が対応。地域開発学分野については，国

際地域開発研究分科会（委員長，藤田昌久・京

都大学・アジア経済研究所，副委員長，末廣昭・

東京大学，幹事，黒崎卓・一橋大学，委員１６名）

が対応。地域情報学分野に関しては地域情報分

科会（委員長，岡部篤行・東京大学，副委員長，

柴山守・京都大学，幹事，浅見泰司・東京大学，

委員９名）が対応。他に環境学関連の国際会議

「地球環境変化の人間的次元の研究計画」

（IHDP）に対応してIHDP分科会（委員長，熊

田禎宣・千葉商科大学，副委員長，碓井照子，幹

事，氷見山幸夫・北海道教育大学，山本佳世子・

名古屋産業大学，委員１１名）が設置されている。

このように日本学術会議における地域研究委

員会は，狭義のエリア・スタディーズだけでな

く，地理学や人類学，地域開発学，地域情報学

などにもまたがる極めて学際的な構成になって

おり（そこで，以下では狭義の地域研究はエリア

・スタディーズと呼び，日本学術会議の委員会名

称である地域研究と区別する），委員会レベルで

相互交流を促進してゆくことが求められている。

その際，これらの学問は，特定の空間（日本に

重点を置くか，外国に重点を置くかの差はあるが）

を対象とし，フィールドワークを重視した実証

的な「空間科学」としての共通性をもっている
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ので，今後このような方法論的な共通性を深め

てゆくことも課題となるだろう。当面は，各分

科会毎に第２０期が終わる２００８年９月までに何ら

かの提言をまとめる予定である。

Ⅱ 地域研究関連の学協会の現状

日本学術会議の地域研究委員会では，２００６年

１１月から１２月にかけて，関連する６０の学協会に

アンケート調査を実施した。その結果，４５の学

協会から回答をえた（回答率７５パーセント）。関

連学協会のご協力に感謝する次第である。分野

別にみると，表１に示したように，エリア・ス

タディーズ（２４），地理学（１０），人類学（９），

地域開発学（１），地域情報学（１）であった。

なお，隣接学会として国際関係に関連する６学

会にもアンケートを送付したが，回答は得られ

なかったので，表１の集計は回答が得られた５

分野に限定して表示した。また，地域開発学や

地域情報学については回答数が少なかったこと

や多くのメンバーがエリア・スタディーズや地

理学などの学協会にも参加しているケースが多

エリア・ス
タディーズ

地理学 人類学 地域開発学 地域情報学 合計

回収状況 発送
回答

２９
２４

１３
１０

９
９

２
１

１
１

５４
４５

学会発足年
～１９４５

１９４５～５９
１９６０～６９
１９７０～７９
１９８０～８９
１９９０～９９
２０００～

１
４
４
５
５
２
３

１
５
２

１

１

１
１

１
５

１

１

１

３
１０
７
６
１１
３
５

会員数
～ ５００

５０１～１，０００
１，００１～１，５００
１，５００～

１５
７
２

２
６
２

５
２

２

１

１

２３
１５
４
３

ディシプリン
エリア・スタディーズ
地理学
人類学
開発学
情報学
文学
歴史学
政治学
経済学
社会学
その他

２１
９
１２
６
２
１８
１９
１８
１９
１５
９

２
１０

２
１

１
２
４
３
４

６

７
１
１
３
６
１
１
１
５

１

１

１
１
１

１
１

１

３１
２０
１９
１０
５
２１
２６
２１
２５
２０
１９

表１ 地域研究委員会関連学会アンケート（２００６年）結果
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いと思われるので，以下では，エリア・スタデ

ィーズと地理，人類の３分野を主に説明したい。

第１に，設立時期についてみると，エリア・

スタディーズ（以下アンケート結果の説明の部分

ではASと略）関係では，１９６０年代から８０年代に

多くが発足しているのに対して，地理学（以下

Gと略）関係では，戦後の早い時期に設立され

たものが多く，人類学（以下Aと略）関係では

１９８０年代に多く設立されていることが分かる。

第２に，会員数でみると，ASでは５００人未満

の小規模学協会が多いのに対して，AやGの場

合は，１０００人以上の大規模学会がめだつ。これ

は，ASの場合，研究対象とする国や地域別に

学協会が組織されており，全体を統合する学協

会が存在しないためで，GやAの場合は，テー

マ別の学協会以外に全体を包括する組織が存在

している結果であろう。

第３に，会員のディシプリンを尋ねた結果，

ASの場合は，極めて学際的であり，地理，人

類の他，文学，歴史などの人文系に加えて，政

治，経済，社会などの社会科学系も多く含まれ，

主として人文・社会科学を中心とした学際的な

メンバー構成がみられた。Gの場合は，多くが

地理学研究者によって占められているようだが，

政治，経済など社会科学系の研究者やエリア・

スタディーズの専門家も含まれており，同じく

学際的な特徴を示している。Aの場合は，一層

学際性が目立っており，人類学以外には，エリ

ア・スタディーズ，歴史学などの研究者の参加

が目立った。その他には理系の研究者もあがっ

ているケースもあり，部分的ながら地域研究の

場合の学際性は理系にも及んでいることが分か

る。

第４に会員の構成に関する項目では，学部生，

修士・博士・大学教員，中高教員，その他の分

類で質問したが，ASでは６―２３―９―１４，Gでは６―１６

―８―６，Aでは３―８―４―６，地域開発では１―１―０―１，

地域情報では１―１―１―１という構成であった。つ

まり，修士以上の研究者を対象とする場合が大

部分であることが分かるが，ジャーナリストの

ほか，公立や民間の研究所の研究者を含むケー

スも多かった。

第５に，学協会の活動形態に関する項目では，

ASの２学協会を例外としてほとんどの学協会

がホームページを開設して電子媒体による情報

発信をしていた。また，会誌は，年１回と２回

以上かを尋ねたところ，ASでは１６―９，Gでは２―

８，Aでは５―４で，地域開発と地域情報では２団

体とも２回以上であった。会誌の使用言語につ

いては，日本語－日英－日と英以外の外国語－

英のみ－英以外の外国語のみの５種類に分けて

聞いたところ，ASでは１２―５―５―３―１，Gでは５―５―

０―０―０，Aでは７―２―０―１，地域開発では０―１―０―０―

０，地域情報では１―０―０―０―０であった。つまり，

ほぼ半数の学協会が日本語のみで会誌を刊行し

ているが，次いで日英で刊行しているケースが

多かった。同時に，ASやAの場合は英語のみの

雑誌やASの場合は英語以外の外国語でも出し

ているケースがみられ，ASの特性がそのよう

な面にもみられた。年次大会については，年１

回と２回以上の選択を求めた結果，ASでは２３―

２，Gでは６―４，Aでは９，地域開発では０―１，地

域情報では１―０となり，多くが年１回だが，大

規模学会が多いGの場合は年２回以上の比重が

高かった。

第６に国際交流に関する項目では，国際学会

への加入の有無を聞いたところ，ASでは８―１４，

Gでは５―５，Aでは４―５，地域開発では０―１，地域
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情報では０―１で国際学会に加盟していないケー

スがやや多かったが，加盟しているケースもか

なりの比重を占めていた。また，年次大会での

国際交流（外国からの報告者招聘など）の有無で

は，ASでは１６―６，Gでは４―６，Aでは４―５，地域

開発１―０，地域情報１―０となり，ここではむしろ

国際交流をしている学協会の方が多い傾向をし

めした。これらの点にも国際交流が活発である

地域研究関連学協会の特徴がでているといえよ

う。

第７に国内の学会や連合体との連携状況につ

いて聞いたが，まず，他の学協会との連携（年

次大会や研究会の共同開催など）の有無について，

ASでは９―１３，Gでは７―３，Aでは６―３，地域開発

では１―０，地域情報では０―１であり，GやAでは

連携のケースが多く，ASではむしろ少ない結

果がしめされた。また，連合体への加盟の有無

では，ASの場合１１―１１，Gの場合８―２，Aの場合

６―３，地域開発１―０，地域情報１―０となり，ここ

でもGやAでは連合体への加入が大多数である

のに対して，ASの場合はまだ半数にとどまる

傾向を示した。具体的な連合体としては，AS

の場合，地域研究学会連絡協議会，地域研究コ

ンソーシアム，東洋学・アジア研究連絡協議会

など，Gの場合は，地理学会連合，地球惑星科

学連合，人文・経済地理・地域教育関連学会連

携協議会など，Aの場合は，文化人類学・民俗

学協議会，人類学学会協議会などが挙げられて

いた。

第８に若手養成活動の有無では，ASが１５―７，

Gが４―６，Aが６―３，地域開発が１―０，地域情報が

０―１であった。比較的多くの学協会が若手養成

に取り組んでいるが，具体的には，発表機会の

保証や奨励賞の設定，刊行助成，若手のセミナ

ー実施などであった。

第９には一般社会への貢献を尋ねたが，AS

では１２―１０，Gでは７―２，Aでは９―０，地域開発で

は１―０，地域情報でも１―０となり，多くの学会が

公開シンポの実施，人材育成，文化財保護など

多様な形で社会貢献に努力していることが明ら

かになった。

第１０に学術会議の地域研究委員がなすべき政

策提言の内容について聞いたところ，研究教育

体制に関連しては，地域研究関連の研究・教育

体制の充実，中等教育レベルでの地域教育の充

実，地域横断的な研究の推進，ポスドク問題の

解決，国際学術拠点の整備，留学生の受け入れ

体制の整備，地域情報基盤の充実，実務家との

交流促進などが要望された。また，具体的なテ

ーマに関連しては，紛争解決や環境保護，文化

財保護，ODA問題，異文化共生，日本文化の

発信などに関する政策提言が必要との要望がし

めされた。関連して，地域研究委員会としての

社会貢献については，セミナーなどの啓蒙活動，

広報活動，中等教育への講師派遣，地域研究関

連の文献センターの設置，対外協力者の養成，

地域社会作りへの助言などが要望されていた。

最後に，多様な分野の連合体である地域研究

委員会であるが，各学協会の年次大会などで取

り組まれているテーマにはかなりの共通性がみ

られた。たとえば，国際関係に関連したもので

は，戦争，暴力，人間の安全保障，核問題，冷

戦，テロリズムなど。政治や経済に関連しては，

民主主義，ナショナリズム，公共性，ガバナン

ス，グローバリゼーション，新自由主義，経済

危機，不均等発展，開発，自由貿易協定など。

社会問題では，福祉社会，都市化，地方自治，

町村合併，移民，少子高齢化，災害，多文化主
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義，多文化コミュニケーション，言語教育，ポ

ストモダンなど。環境問題では，環境保護，生

態学，景観保全，環境・開発教育など。その他

では女性学，女性労働，宗教，メディア，日本

学，東西交流，情報化など。

このように地域研究に関連する学協会ではか

なり共通した問題関心で研究が行われているの

で，学協会の枠を越えた共通テーマでの大会や

シンポジウムの開催は可能であるし，十分意義

有ることと思われる。特にエリア・スタディー

ズ関係の学協会の場合は，対象とする国や地域

別に学協会が分かれており，日常の相互交流が

少ないので，近年結成された地域横断的な組織

である地域研究学会連絡協議会や地域研究コン

ソーシアムなどの場を活用して相互交流が促進

されることが望まれる。

Ⅲ 日本における

エリア・スタディーズの展開

次にエリア・スタディーズ分野に集中した経

過と今後の課題を検討しておきたい。

まず，エリア・スタディーズ関連の連合体で

ある地域研究学会連絡協議会であるが，２００６年

１０月現在，次の１７学会が加盟している。アジア

政経学会，アメリカ学会，環日本海学会，現代

韓国朝鮮学会，東南アジア学会，ナイル・エチ

オピア学会，日本アフリカ学会，日本イスパニ

ア学会，日本EU学会，日本オセアニア学会，

日本カナダ学会，日本スラブ東欧学会，日本中

東学会，日本南アジア学会，日本ラテンアメリ

カ学会，ラテンアメリカ政経学会，ロシア・東

欧学会。

このように研究対象としている地域は，ほぼ

全世界をカバーしており，会員の合計は９０００人

にも達している。また，地域設定の単位は多様

であり，アメリカやカナダのような一国単位の

ケースもあれば，東南アジアのような小地域単

位，さらには東欧ロシアのような大地域のケー

スなど様々であり，地域設定の方法や意味自体

が検討課題となるだろう。ここでは年１回の会

合とホームページでのニューズレターの発信を

行っている。

また，地域研究コンソーシアムの場合は，エ

リア・スタディーズ関連の大学研究所・センタ

ー・COEプロジェクトなどの研究機関（４３）と

大学院や学部の教育機関（１１），学会（１０）に

民間の研究所・NGOを加えて，合計７１組織

（２００６年１１月現在）が加入している。ここでは

ニューズレターを発行するとともに，年次大会

や各種のシンポジウムを開催して，地域横断的

な交流を促進している。

エリア・スタディーズの起源を探ると，２つ

の系譜が出てくる。ひとつは，「大航海時代」

に始まる「西欧の膨張」を背景に展開した西欧

における「東洋学」や「植民地学」の系譜に属

するもので，言語・文学・歴史など人文科学を

中心とした「異文化研究」の伝統をひくもので

あった。もうひとつは，第１次世界大戦期のア

メリカで始まった，社会科学を中心としたロシ

アやラテンアメリカ研究で，第２次世界大戦期

には日本やアジア研究に拡大し，冷戦期には世

界の全地域をカバーするようになった政策科学

の性格の強い系譜であった。

このような２つの流れに基づいて発展してき

たエリア・スタディーズは，それ自体が２０世紀

における「非西欧世界」の台頭を背景に成長し

てきたものである。何故なら，西欧の市民社会
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や国民国家を自明の前提として発展してきた既

存の人文・社会科学の諸理論では「非西欧世界」

の分析は十分にはできないという批判に根ざし

ていたからである。

日本の場合は，第２次世界大戦前から文献学

を中心とした「シナ学」の蓄積や満鉄調査部の

ような「植民地学」の伝統も存在したし，アジ

ア太平洋地域に関心をもつ太平洋問題調査会の

ような国際的な学術団体に日本も参加していた。

それは明治以来の近代日本にとっても外国や植

民地の研究は切実な課題であったためであり，

アジア太平洋戦争中にはそのような関心は一層

強まり，１９４１年には東京帝国大学に東洋文化研

究所が，４２年には文部省の下に民族研究所が設

立されている。

しかし，戦後になると，むしろ新制大学の教

養学部などにアメリカ流のエリア・スタディー

ズの影響を受けた学科や学部，大学院が新設さ

れたり，研究機関や学会が多数発足していった。

表２はその過程を特定の地域を中心としたエリ

ア・スタディーズと国際関係一般の研究をめざ

した国際研究に分けたうえで，それらを学会，

研究機関，大学院レベルの教育機関に分けて概

観したものである。

まず戦後初期の１９４５～５０年代をみると，学会

レベルでは中国や朝鮮関連の学会や東方学，オ

リエント学の学会やアジア政経学会などが創設

される一方，国際政治学会（５６年）のような世

界全体の地域研究者をも糾合するような学会も

発足している。また，北海道大学にはスラブ研

究センターが発足する一方，東京大学の教養学

部には地域別の分科構成をとる教養学科が１９５１

年に，大学院の国際関係論専攻が５５年に発足し

ている。

次いで，高度経済成長期となった１９６０年代に

なると，アジアへの関心が高まり，アジア経済

研究所が６０年に設置されたり，東京外国語大学

にアジア・アフリア言語文化研究所（６４年）が，

京都大学の東南アジア研究所（６５年）が開設さ

れた。また，学会レベルではアフリカ，アメリ

カ，東南アジア，ロシア東欧関連の学会がこの

時期に発足している。

１９７０年代になると，７３年の石油危機の影響を

受けて，中東関連の研究施設が創設されるよう

になり，８５年に日本中東学会が発足する。また，

筑波大学，神戸大学，上智大学などでエリア・

スタディーズ関連の専攻が設置されている。

さらに，１９８０～９０年代になると，国際日本文

１９４５～５９ １９６０～６９ １９７０～７９ １９８０～８９ １９９０～２０００

エリア・
スタディーズ

学会
研究機関（RI）
教育機関（EI）

８
７
０

３
１４
０

６
１１
０

３
１１
０

２
１４
６

国際研究
学会
研究機関（RI）
教育機関（EI）

２
５
１

１
５
０

０
７
３

２
１１
５

３
７
１１

（出所）日本学術会議太平洋学術研究連絡委員会・地域学研究専門委員会報告『地域学の推進の必要性について
の提言』（２００６年６月２６日）巻末リストから「地域研究」関連を抜粋。学会の設立時期については，日本
学術協力財団『学会名鑑２００１－３年版』参照。

表２ エリア・スタディーズ関連学会・研究機関（RI）・教育機関（EI）の変遷
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化研究センターの創設（８７年）にみられるよう

に，日本自体を研究対象とする動きが始まると

ともに，環日本海関連の学会，研究所の設置が

目立つようになった。また，１９８９年に始まるア

ジア太平洋経済協力会議（APEC）の影響を受

けて，アジア太平洋地域関連の研究所（早稲田

大学），学部（立命館大学）などが創設されてい

った。１９９０年代になると，国立大学の大学院重

点化と関連して，エリア・スタディーズ関連の

専攻が多数開設されていった。そして２１世紀に

入ると，「２１世紀COE」などの大型科研費の助

成を受けて，中国，南アジア，イスラーム，ア

メリカなどの研究が推進されてきており，大学

横断的で，地域横断的な研究・教育体制の整備

が重要になっているのが今日の時点といえるだ

ろう。

Ⅳ エリア・スタディーズの課題

エリア・スタディーズの発祥の地のひとつで

あるアメリカでは，冷戦が終結した１９９０年代に

入ると，エリア・スタディーズへの関心が低下

したといわれる。例えば，アメリカの社会科学

分野における研究助成団体として著名な社会科

学研究評議会（SSRC）では助成分野としての

「エリア・スタディーズ」を廃止し，代わって

「グローバル・イッシュウ」の助成を重視する

ようになったという［平野２００７，２２］。

それは，米ソ冷戦期には対敵国研究としてソ

連や中国などの社会主義国研究が不可欠であっ

たとともに，途上国を味方につけるためにも途

上国研究が必要となり，さらにアメリカの文化

の優位性を喧伝するためにも，アメリカ研究の

推進が必要であったが，冷戦がソ連邦の崩壊と

いう形で終結すると，アメリカの圧倒的な優位

が実現し，「単独行動主義」的風潮が強まった

結果であろう。また，冷戦終結後の世界で金融

や情報の分野を中心として市場経済化を推進す

るグローバリゼーションが進展すると，一国や

一地域を対象にその個性的な研究をめざす傾向

の強いエリア・スタディーズよりも，国際政治

や国際経済研究の方が有用だとの認識が政策決

定者のレベルで高まった結果でもあるだろう。

しかし，２００１年９月１１日に発生した同時多発

テロ事件はアメリカと他の地域，とりわけイス

ラーム地域との間に深い文化・文明的な溝があ

ることを露呈したのであり，その結果，アメリ

カでも中東やイスラーム研究の重要性を見直す

動きが表面化した。もちろん，このような「他

者」への関心の復活自体が論争的に展開してい

る点も無視できない。例えば，アメリカの「ネ

オコン」的知識人の代表のひとりとみられてい

るノーマン・ポドレッツは，２００２年２月１３日に

アメリカン・エンタープライズ研究所で行った

講演のなかで，９・１１事件直後に多くの大学が

イスラームに関する講座を増やした点を取り上

げて，「イスラームを理解しようとすることは

不可避的にそれを弁護するようになり，多くの

メディアが従順にもそれに追随するようにな

る」と警告した［Podhoretz２００２；油井２００７］。

このような「他者理解」に水を差す発言は，

日米戦争中に日本研究を積極的に推進したかつ

てのアメリカの懐の深さが今や後退しているこ

とを象徴するものである。しかし，イラク戦争

が泥沼的様相を呈するにつれて，再び中東やイ

スラーム地域の正確な理解を求める声が高まっ

ている。元来，学問は時々の政治の動きから自

立して展開されるべきものであるが，政策科学
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的性格の強いアメリカのエリア・スタディーズ

では助成金の配分や大学でのポスト配分などで

時代風潮の影響を受けやすい構造になっている

ことは事実であろう。それ故，エリア・スタデ

ィーズの重要性が見直され始めているといって

も，それは，一国や一地域内に自閉したもので

はなく，「異文明間対話」やグローバリゼーシ

ョンに関連づけた「地域横断的なエリア・スタ

ディーズ」になってきている印象が強い［平野

２００７，２３］。

それ故，日本においても，個別の地域の「た

こつぼ的研究」から脱却して，地域横断的なエ

リア・スタディーズや「グローバル・イッシュ

ウ」にリンクできるエリア・スタディーズの発

展が求められている。幸い，２００３～０４年にかけ

て日本でも，エリア・スタディーズに関係する

学会の連絡協議会ができたり，研究・教育機関

の連合体が発足し，シンポジウムなどを共催す

る動きが始まっているので，この方向の発展が

期待される。この点が第１の課題である。

第２に，「地域」設定の方法論的検討が必要

であろう。既に触れたように，実際に行われて

いるエリア・スタディーズでは対象地域をアメ

リカやカナダのように一国単位で設定している

場合もあれば，東南アジアのような小地域

（subregion）で設定している場合，さらにはロ

シア東欧やアジア太平洋のように大地域

（megaregion）で設定している場合もある。

このように「地域」設定が多様になるのは何

故だろうか。一国単位の場合は明らかに現実世

界のほとんどの政治単位が「国民国家」である

ことからくるのであろうが，それを越える「地

域」設定の場合は文化や歴史の共通性を重視し

ているのだろうが，必ずしもその区分基準が明

確になっているわけではない。

例えば，筆者がオーストラリアを訪問した時，

オーストラリア人の研究者に“Pacific Studies”

に関心があるといったら，相手には「太平洋諸

島民研究」だと受け止められたことがあった。

そのため“Pacific Rim Studies”だと訂正したら，

それはアメリカ人の言い方で，オーストラリア

では“Asia Pacific Studies”だと反論された。そ

の際の“Asia Pacific”は太平洋のアジア側を意味

し，事実上「西太平洋」に限定され，米州は除

外されることになる。

このように同じく“Pacific”といっても分析主

体の関心や利害によって対象設定が流動化する

のであり，「地域」設定の方法の反省は，同時

に研究者自身の問題意識や関心の自己反省を必

要とするのであろう。その点は，１９８０年代ごろ

から関心が高まっているポスト・コロニアル・

スタディーズやカルチュラル・スタディーズが

とくに強調する点であり，ここでは，様々な言

説が文化的，歴史的に構築されたものである点

が強調されるとともに，研究者自身の関心も文

化的，歴史的に形成されたものである点の反省

が求められ，研究者の立場（positioning）自体

の自己反省が必要とされるのである。

また，対象の規模やレベル差の自覚は同時に，

そのような様々な「地域」単位の相互関係への

関心を誘発させる。例えば，図１は，太平洋地

域を例として，東南アジアなどを「サブリージ

ョン」，東アジアを「リージョン」，アジア太平

洋を「メガリージョン」として区分したもので

あるが，その相互関係を分析するにあたっては，

地域による文化や文明の差の問題に注意する必

要がでてくる。「アジア太平洋」のような「メ

ガリージョン」を研究する場合には，文明や文
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北東アジア

東南アジア

北米

南米

太平洋諸島

豪・ＮＺ

間文明研究

メガリージョン
リージョン
サブリージョン

化の差を含んだ「間文明的地域研究」（Inter−

civilizational Area Studies）の方法の開発が必要

になるだろう。

第３に，「地域」設定の方法にも関連するが，

地形や地質，生態など自然的条件の影響をエリ

ア・スタディーズにどう取り入れるかの問題が

ある。一般にエリア・スタディーズの学際性は

人文・社会諸科学の範囲内に限られることが多

いが，学会のなかには環境学，情報学，医学，

農学などの専門家が参加しているケースもみら

れる。このような自然科学との学際性をどう活

かしてゆくかも，今後の重要な問題となるだろ

う，地球温暖化など地球規模の環境破壊は否応

なく，従来の学問分野の区分を乗り越え，文理

を融合した新しい学問のあり方を模索させ始め

ている。とくに，エリア・スタディーズは，地

理学や人類学などとともに，特定の「地域」へ

のフィールドワークを重視する一種の「空間科

学」である点を考えると，空間科学の方法的な

意味の検討が必要になるだろう（注１）。

以上，日本学術会議に２００５年１０月から初めて

発足した地域研究委員会の活動を中心として，

地域研究やエリア・スタディーズの現状と将来

を考えてみた。

最後に，従来，エリア・スタディーズとは何

か，といった形で抽象的に独自の方法論の模索

が続いてきたが，その答えは特定の「地域」を

「たこつぼ」的に研究しているだけではでてこ

ないのではないかと思われる。むしろ他地域と

の比較や相関を問題にするなかで初めて，その

図１ 「間文明的太平洋研究」のイメージ

（出所）油井大三郎「太平洋共同体の可能性」油井大三郎・遠藤泰生編『太平洋世界の中のアメリカ』（変貌するア

メリカ太平洋世界 第１巻）彩流社，２００４年．
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「地域」の特殊性と普遍性がふるい分けられる

のであろう。それ故，近年成長しつつある地域

横断的な研究の一層の発展を期待したい。また，

学問は元来，現実の必要から誕生してきた面が

強い。絶対主義の国家を批判し，市民社会を希

求する知的営為のなかから政治学が生まれ，市

民社会の経済的な運営の法則探求のなかから経

済学が生まれ，産業革命後の社会対立の激化に

対応して社会学が誕生したといわれるのはそれ

故であろう。現在の世界には，「文明間の対立」，

地球環境の危機，グローバリゼーションによる

格差の拡大，人口移動の活発化による「多文化

共生社会」の希求など様々な難問が山積してい

る。エリア・スタディーズはこれらの難問に有

効な解決策を提示するなかでこそ多くのひとを

引きつけ，学問的にも洗練されてゆくのではな

いだろうか。その意味で，今のエリア・スタデ

ィーズはよい意味で実践的になることが求めら

れていると思われる。

（注１） 自然科学者も参加したエリア・スタディ

ーズの方法については，高谷編（１９９９）が参考にな

る。
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